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議第３号 

 

   瑞浪市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

 

 瑞浪市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定するものとする。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条

例 

 瑞浪市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年条例第３２号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条に次の２号を加える。 

 （６） 特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番

号利用事務をいう。 

 （７） 利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情

報をいう。 

 第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利

用事務」に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特

定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用

特定個人情報」に、「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改

める。 
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   附 則 

 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行の日

から施行する。 
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議第４号 

 

   瑞浪市市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

 瑞浪市市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正す

る条例 

 瑞浪市市長等の損害賠償責任の一部免責に関する条例（令和２年条例第３

１号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２４３条の２第１項」を「第２４３条の２の７第１項」に、

「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」に改める。 

 第２条中「第１７３条第１項第１号」を「第１７３条の４第１項第１号」

に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第５号 

 

瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 

 瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように制定するものとする。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 

瑞浪市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年条例

第８号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「、期末手当」の次に「、勤勉手当」を加え、「報酬及び

期末手当」を「報酬、期末手当及び勤勉手当」に改める。 

第１２条第１項中「１００分の７２．５」を「１００分の６８．７５」に

改め、同条の次に次の１条を加える。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第１２条の２ 任期の定めが６月以上のフルタイム会計年度任用職員の勤勉

手当は、勤勉手当基礎額に乗ずる割合に関する部分及び支給日に関する部

分を除き、常勤職員の例により支給する。この場合において、勤勉手当基

礎額に乗ずる割合は、任命権者が市の規則で定める基準に従って定める割

合とし、支給日は、市の規則で定める期日とする。 

２ 前項の規定によりフルタイム会計年度任用職員に任命権者が支給する勤

勉手当の額の総額は、当該職員の勤勉手当基礎額に１００分の４８．７５

を乗じて得た額の総額を超えてはならない。 

３ 前条第２項及び第３項の規定は、フルタイム会計年度任用職員の勤勉手
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当について準用する。 

第２２条中「１００分の７２．５」を「１００分の６８．７５」に改め、

同条の次に次の１条を加える。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤勉手当） 

第２２条の２ 給与条例第１９条の規定は、任期の定めが６月以上のパート

タイム会計年度任用職員（市の規則で定めるものを除く。以下この条にお

いて同じ。）について準用する。この場合において、給与条例第１９条第

２項第１号中「当該職員がそれぞれ基準日現在（退職し、又は死亡した職

員にあっては、退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）にお

いて受けるべき扶養手当の月額を加算した額に１００分の１０２．５（特

定管理職員にあっては、１００分の１２２．５）」とあるのは、「１００

分の４８．７５」と、同条第３項中「それぞれその基準日現在において職

員が受けるべき給料の月額（育児短時間勤務職員等にあっては、給料の月

額を算出率で除して得た額）及びこれに対する地域手当の月額の合計額」

とあるのは、「それぞれその基準日（退職し、又は死亡した職員にあって

は、退職し、又は死亡した日）以前６月以内のパートタイム会計年度任用

職員としての在職期間における報酬（フルタイム会計年度任用職員との均

衡を考慮して市の規則で定める額を除く。）の１月当たりの平均額」と読

み替えるものとし、支給日については、任期の定めが６月以上のフルタイ

ム会計年度任用職員の例による。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、パートタイム会計年度任用職員の勤勉

手当について準用する。 

 第２９条中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加える。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （瑞浪市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

２ 瑞浪市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第２号）の一部を

次のように改正する。 

  第７条第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２

条の２第１項に規定する会計年度任用職員を除く。）」を削る。 
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  第９条中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を

加える。 
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議第６号 

 

瑞浪市監査委員条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市監査委員条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市監査委員条例の一部を改正する条例 

瑞浪市監査委員条例（平成２０年条例第３３号）の一部を次のように改正

する。 

第４条中「第２４３条の２の２第３項」を「第２４３条の２の８第３項」

に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第７号 

 

瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

  

    

瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例（平成２６年条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第２３条の見出しを「（掲示等）」に改め、同条中「掲示しなければなら

ない」を「掲示するとともに、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（

公衆によって直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的

に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。）によ

り公衆の閲覧に供しなければならない」に改める。 

第５３条第２項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これ

らに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を

「電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第８号 

 

   瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

   瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市介護保険条例（平成１２年条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に改め、同項各号を次のように改める。 

（１） 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」とい

う。）第３８条第１項第１号に掲げる者 ２９，４８４円 

（２） 令第３８条第１項第２号に掲げる者 ４４，３８８円 

（３） 令第３８条第１項第３号に掲げる者 ４４，７１２円 

（４） 令第３８条第１項第４号に掲げる者 ５８，３２０円 

（５） 令第３８条第１項第５号に掲げる者 ６４，８００円 

（６） 令第３８条第１項第６号に掲げる者 ７７，７６０円 

（７） 令第３８条第１項第７号に掲げる者 ８４，２４０円 

（８） 令第３８条第１項第８号に掲げる者 ９７，２００円 

 （９） 令第３８条第１項第９号に掲げる者 １１０，１６０円 

（１０） 令第３８条第１項第１０号に掲げる者 １２３，１２０円 

（１１） 令第３８条第１項第１１号に掲げる者 １３６，０８０円 

（１２） 令第３８条第１項第１２号に掲げる者 １４９，０４０円 

（１３） 前各号のいずれにも該当しない者 １５５，５２０円 
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 第２条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令

和８年度まで」に、「１８，３３０円」を「１８，４７０円」に改め、同条

第３項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度 

まで」に、「４５，８１０円」を「４４，３８８円」に、「３０，５４０円」 

を「３１，４３０円」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和５年度ま 

で」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「４５，８１０円」を「４４， 

７１２円」に、「４２，７６０円」を「４４，３９０円」に改める。 

 第４条第３項中「第３９条第１項第１号イ」を「第３８条第１項第１号イ」 

に、「（１）」を「同号イ（１）」に、「又は第９号ロ」を「、第９号ロ、

第１０号ロ、第１１号ロ又は第１２号ロ」に、「第３９条第１項第１号から

第９号まで」を「第３８条第１項第１号から第１２号まで」に改める。 

 第５条第１項中「地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得

金額」を「地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３

号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」という。）」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市介護保険条例の規定は、令和６年度分の

保険料から適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従

前の例による。 
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議第９号 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市国民健康保険条例（昭和３４年条例第１４号）の一部を次のように

改正する。 

第１１条の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被

保険者（法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保険

者等」という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る」を削り、同

条第１号ア中「（一般被保険者に係るものに限る。）」を削り、同号イ中「

附則第２２条」を「附則第７条」に、「岐阜県が行う国民健康保険の一般被

保険者に係るものに限り、岐阜県」を「岐阜県」に改め、同号カ中「退職被

保険者等に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金

に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保

険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養

費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに岐阜県が行う国民

健康保険の一般被保険者に係る」及び「及び退職被保険者等に係る国民健康

保険事業費納付金の納付に要する費用の額」を削り、同条第２号イ中「附則

第２２条」を「附則第７条」に改め、同号ウ中「（エにおいて「国民健康保

険保険給付費等交付金」という。）（退職被保険者等の療養の給付等に要す

る費用（法附則第２２条の規定により読み替えられた法第７０条第１項に規 

定する療養の給付等に要する費用をいう。以下同じ。）に係るものを除く。） 
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」を削り、同号エ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」及

び「並びに国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者等の療養の給付

等に要する費用に係るものに限る。）」を削る。 

第１２条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被保険

者に係る」を削り、「世帯に属する一般被保険者」を「世帯に属する被保険

者」に改め、「（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場

合には、当該世帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平

等割額）」を削る。 

第１３条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「一般

被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１５条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「一般

被保険者に係る」を削り、同項第３号及び第４号ア中「一般被保険者」を「

被保険者」に改める。 

第１５条の２から第１５条の５の２までを次のように改める。 

第１５条の２から第１５条の５の２まで 削除 

第１５条の６中「又は第１５条の２」及び「（一般被保険者と退職被保険

者等が同一の世帯に属する場合には、第１２条の基礎賦課額と第１５条の２

の基礎賦課額との合算額をいう。第１８条及び第２０条において同じ。）」

を削る。 

第１５条の６の２の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条各号列

記以外の部分中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１号中「であって、

岐阜県が行う国民健康保険の一般被保険者に係るもの」を削り、同条第２号

ア中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号イ中「法附則第９条第

１項の規定により読み替えられた」を削る。 

第１５条の６の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「世

帯に属する一般被保険者」を「世帯に属する被保険者」に改め、「（一般被

保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般

被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割額）」を削る。 

第１５条の６の４の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一

般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１５条の６の６の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項
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各号列記以外の部分中「一般被保険者に係る」を削り、同項第１号、第３号

及び第４号ア中「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１５条の６の７から第１５条の６の１１までを次のように改める。 

第１５条の６の７から第１５条の６の１１まで 削除 

第１５条の６の１２中「又は第１５条の６の７」及び「（一般被保険者と

退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第１５条の６の３の後期高

齢者支援金等賦課額と第１５条の６の７の後期高齢者支援金等賦課額との合

算額をいう。第１８条及び第１９条第１項において同じ。）」を削り、「２

２万円」を「２４万円」に改める。 

第１５条の７第２号ア中「附則第２２条」を「附則第７条」に改め、同号

イ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。 

第１８条第１項中「若しくは特例対象被保険者等でなくなった」、「、第

１５条の２」及び「若しくは第１５条の６の７」を削り、「又は減少」を「

若しくは減少」に改め、「場合を除く。）」の次に「又は特例対象被保険者

等となった場合」を加え、「若しくは第１５条の５」及び「若しくは特例対

象被保険者等ではなくなった」を削り、同条第２項中「、第１５条の２、第 

１５条の６の３若しくは第１５条の６の７」を「若しくは第１５条の６の３」 

に改め、「若しくは第１５条の５」を削る。 

第２０条第１項中「又は第１５条の２」を削り、同項第２号中「２９万円」 

を「２９万５千円」に改め、同項第３号中「５３万５千円」を「５４万５千

円」に改め、同条第３項中「又は第１５条の２」及び「又は第１５条の６の

７」を削り、「２２万円」を「２４万円」に改め、同条第４項中「又は第１

５条の２」を削る。 

第２０条の３第１項中「又は第１５条の５」を削り、同条第３項中「又は

第１５条の５」、「又は第１５条の６の１０」及び「、「第１５条第２項」

とあるのは「第１５条の６の６第２項」と」を削り、同条第４項第１号中「

又は第１５条の５」を削り、同条第６項中「又は第１５条の５」、「又は第

１５条の６の１０」及び「、「第１５条第２項」とあるのは「第１５条の６

の６第２項」と」を削る。 

第２０条の４第１項中「又は第１５条の２」を削り、同条第３項中「又は

第１５条の２」及び「又は第１５条の６の７」を削り、「２２万円」を「２
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４万円」に改め、同条第４項及び第５項中「又は第１５条の２」を削り、同

条第７項中「又は第１５条の２」及び「又は第１５条の６の７」を削り、「

２２万円」を「２４万円」に改め、同条第８項中「又は第１５条の２」を削

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市国民健康保険条例の規定は、令和６年度

以後の年度分の保険料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険料

については、なお従前の例による。 
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議第１０号 

 

   瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

瑞浪市附属機関設置条例（平成２８年条例第２３号）の一部を次のように

改正する。 

   

 

   

                               

 

「 

 

に改める。 

 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 
２ 瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５５

年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

瑞浪市「人・農地プラ

ン」検討会 

瑞浪市「人・農地プラン」の策定

及び見直しに関する事項について

の審査及び検討 

瑞浪市地域農業経営基

盤強化促進計画検討会 

瑞浪市地域農業経営基盤強化促進

計画の策定及び見直しに関する事

項についての調査及び審議 

別表中 を 

」 

「 

」 
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  別表中「「人・農地プラン」検討会委員」を「地域農業経営基盤強化促

進計画検討会委員」に改める。 
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議第１１号 

 

   瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例を次のように制定するものと

する。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市営住宅管理条例（平成９年条例第１３号）の一部を次のように改正

する。 

 本則中「各号の一」を「各号のいずれか」に改める。 

 第９条第３項中「公開抽せん」を「公開抽選」に改める。 

 第１１条第１項第１号を次のように改める。 

 （１） 賃貸借契約書を提出すること。 
 第１１条第３項を削り、同条第４項中「第２項」を「前項」に改め、同項

を同条第３項とし、同条中第５項を第４項とし、第６項を第５項とし、第７

項を第６項とする。 
 第１７条第１項及び第４４条中「第１１条第５項」を「第１１条第４項」

に改める。 
 第４８条中「。以下「特定優良賃貸住宅法」という。」を削る。 
 第５２条中「、「前２条」」を「「前２条」」に改め、「第１４条第１項」 
の次に「若しくは第４項」を加える。 
 第５８条第４項中「駐車場の使用決定者は、前項の規定により通知された

使用開始日から１５日以内に駐車場の使用を開始しなければならない。ただ

し、市長の承認を得たときは、この限りでない。」を削り、同条に次の１項

を加える。 
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５ 駐車場の使用決定者は、前項の規定により通知された使用開始日から１

５日以内に駐車場の使用を開始しなければならない。ただし、市長の承認

を得たときは、この限りでない。  
   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市営住宅管理条例（以下「新条例」という。 

）第１１条第１項第１号の規定は、この条例の施行の日以後に新条例第８

条第２項に規定する入居者の決定及び新条例第１３条第１項に規定する入

居の承継の承認がされた者について適用し、同日以前に入居者の決定及び

入居の承継の承認がされた者については、なお従前の例による。 

-18-



議第１２号 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように制定するものとする。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正す

る条例 

瑞浪市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和５８年条例第

１０号）の一部を次のように改正する。 

第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」

に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第１３号 

 

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者

の資格基準に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資 

格基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者

の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

瑞浪市布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資

格基準に関する条例（平成２４年条例第５６号）の一部を次のように改正す

る。 

第４条第６号中「厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関す

る講習」を「登録講習」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第１４号 
 
   瑞浪市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 
 
 瑞浪市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 
 
  令和６年２月２７日 提出 
 
                   瑞浪市長 水 野 光 二    
 

 
瑞浪市都市公園条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市都市公園条例（昭和４９年条例第２７号）の一部を次のように改正

する。 
 別表第２（５）夜間照明設備の使用料の表樽の上野球場の項を削る。 
   附 則 
 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第１５号 

 

   瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第４０号）の一部を

次のように改正する。 

 第５条第２項第２号中「８，９００円」を「９，１００円」に改める。 

別表団長及び副団長の項中「１２，４４０円」を「１２，５００円」に、

「１３，３２０円」を「１３，３５０円」に改め、同表分団長及び副分団長

の項中「１０，６７０円」を「１０，８００円」に、「１１，５５０円」を

「１１，６５０円」に、「１２，４４０円」を「１２，５００円」に改め、

同表部長、班長及び団員の項中「８，９００円」を「９，１００円」に、「

９，７９０円」を「９，９５０円」に、「１０，６７０円」を「１０，８０

０円」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の規定は、

この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた瑞浪市消防団員等公務 

災害補償条例第５条第１項に規定する損害補償（以下「損害補償」という。 
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）並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第

４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する障害補償年

金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病補償年金等」と

いう。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損害補償（傷

病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じた同日前の期

間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 
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議第１６号 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例 

瑞浪市手数料条例（平成１２年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表８の部３の項金額の欄オ中「１１８万円」を「１４５万円」に、「１

４１万円」を「１７２万円」に、「１５９万円」を「１９２万円」に、「１

９５万円」を「２３６万円」に、「２２７万円」を「２７４万円」に、「４

５５万円」を「５６４万円」に、「５８２万円」を「７２４万円」に、「７

０７万円」を「８７９万円」に改め、同表１０の部１の項金額の欄イ中「製

造をするもの」の次に「（当該移動式製造設備について液化石油ガスの保安

の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和４２年法律第１４９号）第３７

条の４第１項の許可を受けた者の許可の申請に対する審査にあっては、６，

０００円）」を加え、同部５の項金額の欄ア中「（昭和４２年法律第１４９

号）」を削り、同表１１の部中「昭和４２年法律第１４９号。」を削る。 
附 則 

 （施行期日） 
１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市手数料条例の規定は、この条例の施行の

日以降に申請を受理するものから適用し、同日前までに申請を受理したも

のについては、なお従前の例による。 
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議第１７号 
 

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 
 

人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 
昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 
 

令和６年２月２７日 提出 
  

瑞浪市長 水 野 光 二    
  
   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

伊 藤 恭 司 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１８号 
 

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 
 

人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 
昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 
 

令和６年２月２７日 提出 

  
瑞浪市長 水 野 光 二    

  
   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

和 田 さき子 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１９号 
 

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 
 

人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 
昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 
 

令和６年２月２７日 提出 

  
瑞浪市長 水 野 光 二    

  
   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

山 内 智 子 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第２０号 

 

財産の取得について 

 

次のとおり財産を取得したいので、瑞浪市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第３条の規定に

より、議会の議決を求める。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 取得する財産  災害対応特殊救急自動車 １台 

２ 取 得 の 方 法  一般競争入札 

３ 取 得 金 額  ２７，０４０，４６０円 

４ 取得の相手方  土岐市肥田町浅野８１５番地１ 

          岐阜トヨタ自動車株式会社 土岐店 

          店長 鈴 木 伸 之 
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議第２１号 

 

財産の取得について 

 

次のとおり財産を取得したいので、瑞浪市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第３条の規定に

より、議会の議決を求める。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

１ 取得する財産  消防ポンプ自動車 １台 

２ 取 得 の 方 法  一般競争入札 

３ 取 得 金 額  ２３，２１０，８２０円 

４ 取得の相手方  岐阜市金園町３丁目２５番地 

          株式会社ウスイ消防 

          代表取締役 臼 井  潔 
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議第２２号  
 

令和５年度瑞浪市一般会計補正予算（第１３号）  
 
 令和５年度瑞浪市の一般会計補正予算（第１３号）は、次に定めるところ

による。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０５，０００千円

を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８，６１１，８００

千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。  
 

令和６年２月２７日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

15 国 庫 支 出 金 ２，６３２，７５９ １０５，０００ ２，７３７，７５９

2 国庫補助金 １，２０８，７２３ １０５，０００ １，３１３，７２３

歳　　入　　合　　計 １８，５０６，８００ １０５，０００ １８，６１１，８００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 民 生 費 ６，０７４，６３６ １０５，０００ ６，１７９，６３６

1 社会福祉費 ３，３６６，０５９ １０５，０００ ３，４７１，０５９

歳　　出　　合　　計 １８，５０６，８００ １０５，０００ １８，６１１，８００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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第 ２ 表　　繰 越 明 許 費 補 正

　（追加） （単位：千円）

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費 ８２,７００

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費 ２２,３００

金　　　　額

物 価 高 騰 対 応 重 点 支 援 給 付 金
給 付 事 業 （ こ ど も 加 算 分 ）

款 項 事　　　　業　　　　名

物 価 高 騰 対 応 重 点 支 援 給 付 金
給 付 事 業 （ 均 等 割 世 帯 分 ）
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議第２３号  
 

令和５年度瑞浪市一般会計補正予算（第１４号）  
 
 令和５年度瑞浪市の一般会計補正予算（第１４号）は、次に定めるところ

による。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６４５，０００千

円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１７，９６６，８０

０千円とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（継続費の補正）  

第２条 既定の継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 
（繰越明許費の補正） 

第３条 既定の繰越明許費の追加及び変更は、「第３表 繰越明許費補正」

による。  
（債務負担行為の補正） 

第４条 既定の債務負担行為の変更は、「第４表 債務負担行為補正」によ

る。 
（地方債の補正）  

第５条 既定の地方債の廃止及び変更は、「第５表 地方債補正」による。  
 

令和６年２月２７日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 ５，３０４，６１０ ４５，０００ ５，３４９，６１０

1 市 民 税 ２，１５２，５００ ３５，０００ ２，１８７，５００

4 市たばこ税 ２６４，０００ １０，０００ ２７４，０００

4 配当割交付金 ２７，０００ ６，０００ ３３，０００

1 配当割交付金 ２７，０００ ６，０００ ３３，０００

5
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

２５，０００ １１，０００ ３６，０００

1
株 式 等 譲 渡
所得割交付金

２５，０００ １１，０００ ３６，０００

7
地 方 消 費 税
交 付 金

９４７，０００ △３５，０００ ９１２，０００

1
地方消費税
交 付 金

９４７，０００ △３５，０００ ９１２，０００

8
ゴ ル フ 場
利用税交付金

１７０，０００ △９，０００ １６１，０００

1
ゴ ル フ 場
利用税交付金

１７０，０００ △９，０００ １６１，０００

10
地 方 特 例
交 付 金

３９，７３４ ３，４８９ ４３，２２３

2
新型コロナウイルス
感染症対策地方税
減収補塡特別交付金

０ ３，４８９ ３，４８９

11 地 方 交 付 税 ３，７６９，２４０ ２０４，９９５ ３，９７４，２３５

1 地方交付税 ３，７６９，２４０ ２０４，９９５ ３，９７４，２３５

13
分 担 金
及 び 負 担 金

３１，９３３ △２，１９０ ２９，７４３

1 分 担 金 ６，３０９ △２，１９０ ４，１１９

14
使 用 料
及 び 手 数 料

３７７，５４３ △２０，２００ ３５７，３４３

1 使 用 料 １８９，４４８ △１，２００ １８８，２４８

2 手 数 料 １８８，０９５ △１９，０００ １６９，０９５

15 国 庫 支 出 金 ２，７３７，７５９ △１７０，３４６ ２，５６７，４１３

1 国庫負担金 １，４１４，５３４ △１２０，５８１ １，２９３，９５３

2 国庫補助金 １，３１３，７２３ △４９，７６５ １，２６３，９５８

16 県 支 出 金 １，０４８，７３９ △３６，５３９ １，０１２，２００

1 県 負 担 金 ６０１，４６５ △８，７４２ ５９２，７２３

2 県 補 助 金 ３７６，４９３ △２６，４５３ ３５０，０４０

3 委 託 金 ７０，７８１ △１，３４４ ６９，４３７

18 寄 附 金 ２７２，８６７ △２２，７５０ ２５０，１１７

1 寄 附 金 ２７２，８６７ △２２，７５０ ２５０，１１７

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

19 繰 入 金 ９０２，７６１ △３６０，７４０ ５４２，０２１

1 基金繰入金 ８７８，６１８ △３４４，４６８ ５３４，１５０

2
財 産 区
繰 入 金

２４，１４３ △１６，２７２ ７，８７１

20 繰 越 金 ７２２，５１２ ４，５０６ ７２７，０１８

1 繰 越 金 ７２２，５１２ ４，５０６ ７２７，０１８

21 諸 収 入 ３１１，２９９ ６，９７５ ３１８，２７４

4 雑 入 １８４，４２２ ６，９７５ １９１，３９７

22 市 債 １，４３６，２００ △２７０，２００ １，１６６，０００

1 市 債 １，４３６，２００ △２７０，２００ １，１６６，０００

歳　　入　　合　　計 １８，６１１，８００ △６４５，０００ １７，９６６，８００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 議 会 費 １７４，０４８ △１，０４３ １７３，００５

1 議 会 費 １７４，０４８ △１，０４３ １７３，００５

2 総 務 費 ２，４４７，８２０ △２１，６０６ ２，４２６，２１４

1 総務管理費 ２，０６８，４９２ △２１，３６２ ２，０４７，１３０

3
戸 籍 住 民
基本台帳費

１３９，８５８ ２，２００ １４２，０５８

5 統計調査費 ９，１６３ △２，４４４ ６，７１９

3 民 生 費 ６，１７９，６３６ △１４５，４４９ ６，０３４，１８７

1 社会福祉費 ３，４７１，０５９ △４１，７６９ ３，４２９，２９０

2 児童福祉費 ２，４６６，５０１ △１０５，２８０ ２，３６１，２２１

3 生活保護費 ２４１，５７６ １，６００ ２４３，１７６

4 衛 生 費 ２，１５２，０８２ △１５７，１４３ １，９９４，９３９

1 保健衛生費 ８０６，４３２ △８３，２３１ ７２３，２０１

2 清 掃 費 １，２１６，１５６ △６４，３２６ １，１５１，８３０

3 環 境 費 １２９，４９４ △９，５８６ １１９，９０８

5 労 働 費 １５，５９６ △５９４ １５，００２

1 労 働 諸 費 １５，５９６ △５９４ １５，００２
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

6 農林水産業費 ３０３，３２１ △５，３４０ ２９７，９８１

1 農 業 費 ２５４，４４４ １，２３１ ２５５，６７５

2 林 業 費 ４８，８７７ △６，５７１ ４２，３０６

7 商 工 費 ５５３，４５１ △４５，６８７ ５０７，７６４

1 商 工 費 ５５３，４５１ △４５，６８７ ５０７，７６４

8 土 木 費 １，６３６，３４７ △１９１，３９７ １，４４４，９５０

2 道路橋梁費 ８６７，８０１ △１１９，８６９ ７４７，９３２

3 河 川 費 ２６３，３９５ △４７，７００ ２１５，６９５

4 都市計画費 ３５３，０２９ △１３，９９４ ３３９，０３５

5 住 宅 費 ９６，３１２ △９，８３４ ８６，４７８

9 消 防 費 ７３４，１２６ △５，０００ ７２９，１２６

1 消 防 費 ７３４，１２６ △５，０００ ７２９，１２６

10 教 育 費 ２，２０１，８３９ △４０，２７０ ２，１６１，５６９

1 教育総務費 ２８４，６２７ △５，２００ ２７９，４２７

2 小 学 校 費 ２９４，６２１ △１，０００ ２９３，６２１

3 中 学 校 費 ３６６，４１３ ０ ３６６，４１３

4 幼 稚 園 費 １７４，５６７ △９，４００ １６５，１６７

5 社会教育費 ４６６，８１２ △１１，６２０ ４５５，１９２

6 保健体育費 ６１４，７９９ △１３，０５０ ６０１，７４９

11 災 害 復 旧 費 １０７，８２０ △２７，９７１ ７９，８４９

1
土 木 施 設
災害復旧費

９５，６２０ △２２，５１２ ７３，１０８

2
教 育 施 設
災害復旧費

２，０００ ０ ２，０００

3
農林水産業施設
災 害 復 旧 費 １０，２００ △５，４５９ ４，７４１

13 諸 支 出 金 ６３４，２８７ △３，５００ ６３０，７８７

1 公営企業費 ６３４，２８７ △３，５００ ６３０，７８７

歳　　出　　合　　計 １８，６１１，８００ △６４５，０００ １７，９６６，８００
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第 ２ 表　　継 続 費 補 正

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

令 和 ４ 年 度 0 令 和 ４ 年 度 0

令 和 ５ 年 度 107,900 令 和 ５ 年 度 107,900

令 和 ６ 年 度 159,500 令 和 ６ 年 度 160,800

（単位：千円）
　（変　更）

８
土木費

補 正 前 補 正 後
事 業 名項款

267,400 268,700

工 場 用 地
造 成 関 連
道 路 整 備
事 業

２
道路橋梁費
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第 ３ 表　　繰　越　明　許　費　補　正

（追　加） （単位：千円）

款 項 事　　　業　　　名 金　　　額

２ 総 務 費 ３
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

戸 籍 電 算 処 理 経 費 ６,７６５

２ 総 務 費 ３
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

戸籍住民基本台帳事務経費 ４,７０３

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費
民 間 介 護 施 設 等
整 備 補 助 事 業

７,５１７

２ 総 務 費 ３
戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

証 明 書 等 コ ン ビ ニ
交 付 導 入 事 業

２,４２６

７ 商 工 費 １ 商 工 費 企 業 立 地 促 進 事 業 ６,７９８

４ 衛 生 費 １ 保 健 衛 生 費
新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス
ワ ク チ ン 接 種 事 業

２,４５０

８ 土 木 費 ３ 河 川 費 猿 爪 川 浸 水 対 策 事 業 ６８,４００

８ 土 木 費 ２ 道 路 橋 梁 費 道 路 側 溝 等 緊 急 対 策 事 業 １１,７００

１０

７,５００

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費
都 市 計 画 マ ス タ ー
プ ラ ン 策 定 事 業

７,０００

４ 都 市 計 画 費
瑞 浪 駅 周 辺 再 開 発 事 業
（ 駅 北 地 区 ）

６０,４７８

図 書 等 充 実 経 費 ２,３０５

土 木 費

８ 土 木 費 ４ 都 市 計 画 費 道 の 駅 整 備 事 業

土 木 施 設
災 害 復 旧 費

現 年 土 木 施 設 単 独
災 害 復 旧 事 業

５,５００

教 育 費 ６ 保 健 体 育 費 ナ イ タ ー 照 明 設 備 撤 去 事 業 ４,７００

１０ 教 育 費 ５ 社 会 教 育 費

１１

８

災 害 復 旧 費 １

（変　更） （単位：千円）

款 項
補　　正　　前 補　　正　　後

事　業　名 金　額 事　業　名 金　額

８ 土 木 費 ２ 道路橋梁費
市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

１０,０００ 補 正 前 に 同 じ ４９,０００
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第 ４ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

（変　更） （単位：千円）

限 度 額 期 間 限 度 額

１２３,７２１
令和６年度から
令和７年度まで

２００,０００

補 正 後

期 間

橋 梁 撤 去 費
負 担 金

令 和 ６ 年 度

事 項
補 正 前
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第 ５ 表　　地 方 債 補 正

（廃　止） （単位：千円）

狭 あ い 道 路
整 備 等 促 進 事 業 900

起 債 の 目 的 限度額
起債の
方法

9,800

60,600

利　　率 償 還 の 方 法

県営事業負担金事業
（ 県 営 た め 池 等
整 備 事 業 ）

9,700

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うものと
する。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

現 年 農 業 用 施 設
単 独 災 害 復 旧 事 業 3,300

土岐橋架替関連事業

瑞 浪 市 残 土
処 分 場 整 備 事 業

県 単 急 傾 斜 地
崩 壊 対 策 事 業

現 年 農 業 用 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業

都市公園再整備事業

消防ポンプ自動車等
更 新 事 業

土岐小学校改修事業

過 年 土 木 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業 600

700

現 年 教 育 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業 600

2,000

1,400

5,000

4,500
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（変　更） （単位：千円）

起債の
方法 利率

2,800

現 年 土 木 施 設
単 独 災 害 復 旧 事 業 39,400 33,400

現 年 土 木 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業 17,500 12,600

起債の
方法

補　　正　　後

償還の
方法

起 債 の 目 的

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

215,800

限度額限度額

補　　正　　前

利率 償還の方法

219,600

10,800

16,300

43,800

普 通 河 川 緊 急
浚 渫 推 進 事 業 55,000 15,000

南 垣 外 北 野 線
道 路 改 良 事 業 200,000 160,000

県 営 急 傾 斜 地
崩 壊 対 策 負 担 事 業 7,200

混 合 焼 却 施 設
設 備 改 修 事 業

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３ ． ０ ％ 以
内 （ただし、利
率見直し方式で
借り入れる政府
資 金 及 び 地 方
公 共 団 体 金 融
機 構 資 金 に つ
いて、利率見直
しを行った後に
おいては、当該
見 直 し 後 の 利
率）

政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には
借入先と協定し、
その条件に従うも
のとする。ただし、
市財政の都合に
より据置期間及び
償還期限を短縮
し、もしくは繰上
償還又は低利に
借換することがで
きる。

市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

釜 戸 公 民 館
空 調 改 修 事 業

臨 時 財 政 対 策 債

37,600

14,700

90,600
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議第２４号  
 

令和５年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 
 
 令和５年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３，１００千円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６３５，０００千円とす

る。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和６年２月２７日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

4 繰 入 金 １５８，６８４ △４，３００ １５４，３８４

1
一 般 会 計
繰 入 金

１５８，６８４ △４，３００ １５４，３８４

6 諸 収 入 ５４０ １，２００ １，７４０

2 雑 入 ５１０ １，２００ １，７１０

歳　　入　　合　　計 ６３８，１００ △３，１００ ６３５，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2
後期高齢者医療
広域連合納付金 ５９７，２３２ △３，１００ ５９４，１３２

1
後期高齢者医療
広域連合納付金 ５９７，２３２ △３，１００ ５９４，１３２

歳　　出　　合　　計 ６３８，１００ △３，１００ ６３５，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２５号  
 

令和５年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 
 
 令和５年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次

に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，３００千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，６７１，８００千円と

する。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和６年２月２７日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3 県 支 出 金 ２，６２３，９３３ △４，１４０ ２，６１９，７９３

1 県 補 助 金 ２，６２３，９３３ △４，１４０ ２，６１９，７９３

5 繰 入 金 ３０８，８００ ６，４４０ ３１５，２４０

1
一 般 会 計
繰 入 金

２８１，８００ ２１，２００ ３０３，０００

2 基金繰入金 ２７，０００ △１４，７６０ １２，２４０

歳　　入　　合　　計 ３，６６９，５００ ２，３００ ３，６７１，８００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

3
国民健康保険
事業費納付金

９５４，４９２ ０ ９５４，４９２

1 医療給付費分 ６５９，１３０ ０ ６５９，１３０

2
後期高齢者
支援金等分

２２４，１３６ ０ ２２４，１３６

3 介護納付金分 ７１，２２６ ０ ７１，２２６

4 保 健 事 業 費 ３４，８７５ ０ ３４，８７５

2
特 定 健 康
診査等事業費

２９，７９４ ０ ２９，７９４

6 諸 支 出 金 ２３，０００ ２，３００ ２５，３００

1
償還金及び
還付加算金

２３，０００ ２，３００ ２５，３００

歳　　出　　合　　計 ３，６６９，５００ ２，３００ ３，６７１，８００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２６号  
 

令和５年度瑞浪市介護保険事業特別会計補正予算（第３号）  
 
 令和５年度瑞浪市の介護保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定

めるところによる。  
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１，５００千円を

減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，６８８，６００千円

とする。  
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 

令和６年２月２７日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 保 険 料 ６９２，２５５ ０ ６９２，２５５

1 介護保険料 ６９２，２５５ ０ ６９２，２５５

3 国 庫 支 出 金 ８２２，４９０ １，０００ ８２３，４９０

2 国庫補助金 ２３６，６６３ １，０００ ２３７，６６３

4
支 払 基 金
交 付 金

９０３，０３３ １，０８０ ９０４，１１３

1
支 払 基 金
交 付 金

９０３，０３３ １，０８０ ９０４，１１３

5 県 支 出 金 ４９０，２９２ ５００ ４９０，７９２

2 県 補 助 金 ２３，８７１ ５００ ２４，３７１

7 繰 入 金 ６０４，６３４ △２，０４８ ６０２，５８６

1
一 般 会 計
繰 入 金

５７４，３５８ △２，９６８ ５７１，３９０

2 基金繰入金 ３０，２７６ ９２０ ３１，１９６

9 諸 収 入 ２，２４３ △２，０３２ ２１１

3 雑 入 ２，２２３ △２，０３２ １９１

歳　　入　　合　　計 ３，６９０，１００ △１，５００ ３，６８８，６００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 総 務 費 １０９，５７８ △３，５００ １０６，０７８

1 総務管理費 ５６，４３８ △３，５００ ５２，９３８

2 保 険 給 付 費 ３，２３７，６９０ ０ ３，２３７，６９０

1
介護サービス
等 諸 費

３，０３８，８４０ ０ ３，０３８，８４０

2
介 護 予 防
サービス等諸費 ６６，５３０ ０ ６６，５３０

4
高 額 介 護
サービス等費

５９，１００ ０ ５９，１００

5
特定入所者介護
サ ー ビ ス 等 費 ６０，１２０ ０ ６０，１２０

4
地 域 支 援
事 業 費

１６６，７４９ ２，０００ １６８，７４９

1
介護予防・生活支援
サ ー ビ ス 事 業 費 １００，０００ ４，０００ １０４，０００

3
包括的支援事業
・ 任 意 事 業 費 ５９，７６２ △２，０００ ５７，７６２

歳　　出　　合　　計 ３，６９０，１００ △１，５００ ３，６８８，６００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２７号 

 

令和５年度瑞浪市水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（総則） 

第１条 令和５年度瑞浪市水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和５年度瑞浪市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２

条第４号ア中「９０，８４０千円」を「９５，９４０千円」に、同号イ中

「２９３，７２６千円」を「２３３，７２６千円」に改める。 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）  （既決予定額）  （補正予定額）  （計） 

             収      入 

 第１款 水道事業収益 1,114,200千円  △11,500千円 1,102,700千円 

   第２項  営業外収益    189,409千円  △11,500千円   177,909千円 

             支      出 

 第１款 水道事業費用 1,090,900千円   △9,000千円 1,081,900千円 

  第１項 営業費用  1,062,729千円   △9,000千円  1,053,729千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条中「資本的支出額に対し不足する額４６７，５００千円」 

を「資本的支出額に対し不足する額４１１，７００千円」に、「当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額２１，４５５千円」を「当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額２２，９３５千円」に、「過年度

分損益勘定留保資金４４６，０４５千円」を「過年度分損益勘定留保資金

３８８，７６５千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり

補正する。 

（科   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

             収      入 

 第１款 資本的収入   132,800 千円  △26,200 千円  106,600 千円 
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  第１項 工事負担金   42,300 千円  △24,700 千円   17,600 千円 

  第２項 分担金     20,287 千円   △1,500 千円  18,787 千円 

             支      出 

 第１款 資本的支出    600,300 千円   △82,000 千円  518,300 千円 

  第１項 建設改良費  417,723 千円  △82,000 千円  335,723 千円 

（他会計からの補助金） 

第５条 予算第９条中「３４，８４８千円」を「２３，３４８千円」に改め

る。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

                  瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２８号 

 

令和５年度瑞浪市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（総則） 

第１条 令和５年度瑞浪市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定

めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 令和５年度瑞浪市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第

２条第４号ア中「９９，８８０千円」を「７２，１８０千円」に、同号イ

中「３２，０００千円」を「２６，３００千円」に、同号ウ中「３，５０

０千円」を「１，８４２千円」に改める。 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

   （科   目）   （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

             収      入 

 第１款 下水道事業収益 1,451,600千円 △96,100千円 1,355,500千円 

  第２項 営業外収益   844,407千円 △94,100千円  750,307千円 

    第３項 特別利益     55,885千円  △2,000千円   53,885千円 

             支      出 

 第１款 下水道事業費用 1,435,600千円 △88,500千円 1,347,100千円 

  第１項 営業費用   1,146,724千円 △88,500千円 1,058,224千円 

  第２項 営業外費用    83,651千円    3,000千円    86,651千円 

  第３項 特別損失     203,225千円  △3,000千円   200,225千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条中「資本的支出額に対し不足する額３７７，１００千円」 

を「資本的支出額に対し不足する額３５２，６００千円」に、「当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額１０，４１４千円」を「当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額８，８２８千円」に、「損益勘定

留資金３６６，６８６千円」を「損益勘定留保資金３４３，７７２千円」

に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 
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   （科   目）   （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

             収      入 

 第１款 資本的収入    281,700千円  △9,900千円 271,800千円 

  第１項 企業債      94,500千円 △36,500千円  58,000千円 

  第２項 負担金      16,400千円 △10,000千円  6,400千円 

  第３項 出資金     141,430千円   45,600千円 187,030千円 

  第４項 補助金      29,370千円  △9,000千円  20,370千円 

             支      出 

 第１款 資本的支出    658,800千円 △34,400千円 624,400千円 

  第１項 建設改良費   167,210千円 △35,058千円 132,152千円 

  第２項 企業債償還金  491,590千円     658千円 492,248千円 

（企業債） 

第５条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

    （起債の目的）    （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

       下水道事業     94,500千円 △36,500千円  58,000千円 

（他会計からの補助金） 

第６条 予算第１０条中「１３８，９９９千円」を「１０１，３９９千円」

に改める。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２９号  
 

令和６年度瑞浪市一般会計予算  
 
 令和６年度瑞浪市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。  
 （歳入歳出予算）  
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１９，０５０，０００千

円と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 

継続費」による。  
（債務負担行為）  

第３条 法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる

事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 
（地方債）  

第４条 法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債  
の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」  
による。  
（一時借入金）  

第５条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、２，０００，０００千円と定める。  
（歳出予算の流用）  

第６条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  
 （１） 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足

を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
 

令和６年２月２７日 提出 
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瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 市 税 ５，００６，０００

1 市 民 税 １，９６８，５００

2 固 定 資 産 税 ２，３３４，２００

3 軽 自 動 車 税 １３０，１００

4 市 た ば こ 税 ２７４，０００

5 鉱 産 税 １０

6 入 湯 税 ６９０

7 都 市 計 画 税 ２９８，５００

2 地 方 譲 与 税 １９３，６４０

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ４１，０００

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 １３２，０００

3 森 林 環 境 譲 与 税 ２０，６４０

3 利 子 割 交 付 金 １，３００

1 利 子 割 交 付 金 １，３００

4 配 当 割 交 付 金 ３３，０００

1 配 当 割 交 付 金 ３３，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 ３６，０００

1 株式等譲渡所得割交付金 ３６，０００

6 法 人 事 業 税 交 付 金 ７０，０００

1 法 人 事 業 税 交 付 金 ７０，０００

7 地 方 消 費 税 交 付 金 ８８５，０００

1 地 方 消 費 税 交 付 金 ８８５，０００

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １６１，０００

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １６１，０００

9 環 境 性 能 割 交 付 金 ２１，０００

1 環 境 性 能 割 交 付 金 ２１，０００

10 地 方 特 例 交 付 金 １９７，０００

1 地 方 特 例 交 付 金 １９７，０００

11 地 方 交 付 税 ３，８００，０００

1 地 方 交 付 税 ３，８００，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(単位：千円)

款 項 金　　額

12 交通安全対策特別交付金 ４，０００

1 交通安全対策特別交付金 ４，０００

13 分 担 金 及 び 負 担 金 ３０，５６２

1 分 担 金 ３，２６０

2 負 担 金 ２７，３０２

14 使 用 料 及 び 手 数 料 ３１２，３５１

1 使 用 料 １５１，９２７

2 手 数 料 １６０，４２４

15 国 庫 支 出 金 ２，２３５，８５１

1 国 庫 負 担 金 １，４９８，３９４

2 国 庫 補 助 金 ７２８，１２６

3 委 託 金 ９，３３１

16 県 支 出 金 １，１０２，８３２

1 県 負 担 金 ６５３，２４８

2 県 補 助 金 ３６１，７７７

3 委 託 金 ８７，８０７

17 財 産 収 入 ９６，６５１

1 財 産 運 用 収 入 ７３，１６１

2 財 産 売 払 収 入 ２３，４９０

18 寄 附 金 ３２３，１１０

1 寄 附 金 ３２３，１１０

19 繰 入 金 １，５２１，８５８

1 基 金 繰 入 金 １，４７６，３６１

2 財 産 区 繰 入 金 ４５，４９７

20 繰 越 金 １００，０００

1 繰 越 金 １００，０００

21 諸 収 入 ９１１，６４５

1 延滞金、加算金及び過料 ６，００３

2 市 預 金 利 子 １

3 貸 付 金 元 利 収 入 １０３，１６８

4 雑 入 ３７５，４０５
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(単位：千円)

款 項 金　　額

5 受 託 事 業 収 入 ４２７，０６８

22 市 債 ２，００７，２００

1 市 債 ２，００７，２００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １９，０５０，０００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 議 会 費 １７５，８４９

1 議 会 費 １７５，８４９

2 総 務 費 １，９７４，５３８

1 総 務 管 理 費 １，６２２，４０７

2 徴 税 費 ２０２，４６４

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 １０８，１３９

4 選 挙 費 ２７，４８３

5 統 計 調 査 費 ８，０２１

6 監 査 委 員 費 ６，０２４

3 民 生 費 ５，８５９，１３７

1 社 会 福 祉 費 ３，０２５，４７５

2 児 童 福 祉 費 ２，５９１，４０６

3 生 活 保 護 費 ２４１，７５６

4 災 害 救 助 費 ５００

4 衛 生 費 ２，１３６，６１１

1 保 健 衛 生 費 ５３９，２０９

2 清 掃 費 １，４５２，５１２

3 環 境 費 １４４，８９０

5 労 働 費 １７，０６６

1 労 働 諸 費 １７，０６６

6 農 林 水 産 業 費 ２８６，７３４

1 農 業 費 ２１６，９３７

2 林 業 費 ６９，７９７

7 商 工 費 ５２８，３６８

1 商 工 費 ５２８，３６８

8 土 木 費 ２，２２７，９２９

1 土 木 管 理 費 ５８，４７０

2 道 路 橋 梁 費 ８６８，７２５

3 河 川 費 ２３３，６４４

4 都 市 計 画 費 ９９０，００４

5 住 宅 費 ７７，０８６
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(単位：千円)

款 項 金　　額

9 消 防 費 １，２２５，６２８

1 消 防 費 １，２２５，６２８

10 教 育 費 ２，５４０，９１３

1 教 育 総 務 費 ２７４，７２２

2 小 学 校 費 ２０９，８７３

3 中 学 校 費 ２１０，９５７

4 幼 稚 園 費 １７２，８２１

5 社 会 教 育 費 ５７３，４８０

6 保 健 体 育 費 １，０９９，０６０

11 災 害 復 旧 費 ５，８５０

1 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 ５，８５０

12 公 債 費 １，４２６，３５４

1 公 債 費 １，４２６，３５４

13 諸 支 出 金 ６２５，０２３

1 公 営 企 業 費 ６２５，０２３

14 予 備 費 ２０，０００

1 予 備 費 ２０，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １９，０５０，０００
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第 ２ 表　　継　続　費

（単位：千円）

事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

令和６年度 557,637

令和７年度 844,455

１ 消 防 費
消 防 指 令 セ ン タ ー
共 同 運 用 事 業

1,402,092

款 項

９ 消 防 費
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第 ３ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

人 権 施 策 指 針 策 定 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

４,４８８

第 四 次 Ｌ Ｇ Ｗ Ａ Ｎ 回 線 使 用 料 令 和 ７ 年 度 ２００

第四次ＬＧＷＡＮ接続ルーター借上料 令 和 ７ 年 度 １００

公 共 施 設 予 約 シ ス テ ム 使 用 料
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 １ １ 年 度 ま で

２２,４００

公 共 施 設 予 約 シ ス テ ム
キ ャ ッ シ ュ レ ス 決 済 手 数 料

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 １ １ 年 度 ま で

施 設 使 用 料 等 に
決 済 手 数 料 率 を 乗 じ た 額

固 定 資 産 評 価 替 業 務 委 託 料
令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

３０,１９５

予 防 接 種 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

５３,２３２

予 防 接 種 ワ ク チ ン 購 入 費
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

２４,１３７

が ん 検 診 等 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

３７,８８０

農 産 物 等 直 売 所 指 定 管 理 料
（ 農 畜 産 物 等 消 費 拡 大 分 ）

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ８ 年 度 ま で

２４,０００

バ ス 路 線 維 持 対 策 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

１５７,５００

デ マ ン ド 交 通 運 行 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

２４,８１０

企 業 立 地 奨 励 金
（ 令 和 ６ 年 度 指 定 業 者 分 ）

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 １ ２ 年 度 ま で

瑞 浪 市 企 業 立 地 の 促 進
及 び 雇 用 の 拡 大 に 関 す る
条 例 第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

釜 戸 町 工 場 用 地 造 成 工 事 費 令 和 ７ 年 度 ４４,６４０

空 き 店 舗 賃 貸 借 促 進 奨 励 金
（ 令 和 ６ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 ９ 年 度 ま で

３００

道 の 駅 整 備 基 本 設 計 業 務 委 託 料 令 和 ７ 年 度 ３４,５００

事 項
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（単位：千円）

期 間 限 度 額事 項

加 知 奨 学 金
（ 令 和 ６ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 １ １ 年 度 ま で

１８,０００

奨 学 金
（ 令 和 ６ 年 度 決 定 分 ）

令 和 ７ 年 度 か ら
令 和 １ １ 年 度 ま で

５,４００

小 学 校 校 務 用 Ｐ Ｃ 購 入 費
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

５３,２９５

中 学 校 校 務 用 Ｐ Ｃ 購 入 費
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

３２,２０５

総 合 文 化 セ ン タ ー 電 話 機 賃 借 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

６０

図 書 館 シ ス テ ム 保 守 管 理 委 託 料 令 和 ７ 年 度 ３３０

中山道整備基本計画策定業務委託料 令 和 ７ 年 度 ４,５３６
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第 ４ 表　　地　方　債

（単位：千円）

起債の方法

24,500

28,100

261,700

9,000

38,800

100,000

15,300

9,900

87,000

22,500

57,000

31,500

26,000 普通貸借

6,700 又　 　は

15,600 証券発行

98,500

97,500

6,300

336,000

5,700

15,400

29,100

19,500

130,500

消 防 ポ ン プ 自 動 車 等 更 新 事 業

消防指令センター共同運用事業

普 通 河 川 緊 急 対 策 事 業

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

瑞浪駅周辺再開発事業（駅北地区）

市 営 住 宅 長 寿 命 化 事 業

市 営 住 宅 用 途 廃 止 事 業

市 道 等 整 備 交 付 金 事 業

県 単 事 業 負 担 事 業

消 防 車 両 ・ 救 急 車 両 等
更 新 事 業 （ 単 独 ）

工場用地造成関連道路整備事業

道 路 側 溝 等 緊 急 対 策 事 業

市 道 等 長 寿 命 化 事 業

県営急傾斜地崩壊対策負担事業

県 単 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業

普 通 河 川 緊 急 浚 渫 推 進 事 業

起　  債　  の　  目　  的 限　　度　　額 利 率

南 垣 外 北 野 線 道 路 改 良 事 業

八 伏 線 道 路 改 良 事 業

償 還 の 方 法

塵 芥 収 集 車 等 購 入 事 業

不 燃 物 最 終 処 分 場 整 備 事 業

混 合 焼 却 施 設 設 備 改 修 事 業

県 営 事 業 負 担 金 事 業
（ 県 営 た め 池 等 整 備 事 業 ）

年３．０ ％

以　　 内

（ た だ し 、

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資 金 及 び

地 方 公 共

団 体 金 融

機 構 資 金

について、

利率見直し

を行った後

に お い て

は、当該見

直し後の利

率）

政府資金につ

い て は 、 そ の

融資条件によ

り、銀行その他

の場合には借

入先と協定し、

その条件に従

うものとする。

た だ し 、 市 財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もしく

は繰上償還又

は低利に借換

することができ

る。

土 岐 橋 架 替 関 連 事 業

道 路 照 明 Ｌ Ｅ Ｄ 化 事 業
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（単位：千円）

起債の方法起　  債　  の　  目　  的 限　　度　　額 利 率 償 還 の 方 法

12,000

79,400

392,000

1,700

50,000

過年土木施設補助災害復旧事業

臨 時 財 政 対 策 債

市 民 体 育 館 施 設 改 修 事 業

瑞 浪 中 学 校 改 修 事 業

大 湫 公 民 館 施 設 改 修 事 業
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議第３０号  
 

令和６年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計予算  
 
 令和６年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。  
 （歳入歳出予算）  
第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６６７，０００千円と定

める。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（一時借入金）  

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。  
 

令和６年２月２７日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ５０３，１４７

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ５０３，１４７

2 使 用 料 及 び 手 数 料 １０

1 手 数 料 １０

3 繰 入 金 １６３，１９３

1 一 般 会 計 繰 入 金 １６３，１９３

4 繰 越 金 １００

1 繰 越 金 １００

5 諸 収 入 ５５０

1 延滞金、加算金及び過料 ４０

2 雑 入 ５１０

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 支 出 金

０

補 助 金 ０

委 託 金 ０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ６６７，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １６，１０３

1 総 務 管 理 費 １２，６５１

2 徴 収 費 ３，４５２

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

６４９，８８７

1
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

６４９，８８７

3 諸 支 出 金 ５１０

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ５１０

4 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

保 健 事 業 費 ０

健 康 保 持 増 進 事 業 費 ０

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ６６７，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

８９

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

１,３００

事 項
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議第３１号  
 

令和６年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計予算  
 
 令和６年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。  
 （歳入歳出予算）  
第 1 条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４４２，０００千円

と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（一時借入金）  

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。  
（歳出予算の流用）  

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  
 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
 

令和６年２月２７日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 国 民 健 康 保 険 料 ６５５，７００

1 一般被保険者国民健康保険料 ６５５，７００

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ３０

1 手 数 料 ３０

3 県 支 出 金 ２，４６１，０９０

1 県 補 助 金 ２，４６１，０９０

4 財 産 収 入 １３０

1 財 産 運 用 収 入 １３０

5 繰 入 金 ３１８，３００

1 一 般 会 計 繰 入 金 ２９０，３００

2 基 金 繰 入 金 ２８，０００

6 繰 越 金 ４，０００

1 繰 越 金 ４，０００

7 諸 収 入 ２，７５０

1 雑 入 ２，７５０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，４４２，０００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 ７９，１８３

1 総 務 管 理 費 ７９，１８３

2 保 険 給 付 費 ２，４１３，１０５

1 療 養 諸 費 ２，１０４，５００

2 高 額 療 養 費 ２９５，４００

3 移 送 費 ５０

4 任 意 給 付 費 １３，１５５

3 国民健康保険事業費納付金 ９０８，７７９

1 医 療 給 付 費 分 ６２８，００１

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 ２１６，００６

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(単位：千円)

款 項 金　　額

3 介 護 納 付 金 分 ６４，７７２

4 保 健 事 業 費 ３１，８０３

1 保 健 事 業 費 ５，３７４

2 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 ２６，４２９

5 基 金 積 立 金 １３０

1 基 金 積 立 金 １３０

6 諸 支 出 金 ４，０００

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ４，０００

7 予 備 費 ５，０００

1 予 備 費 ５，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，４４２，０００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

１３１

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

９,９１６

国 保 デ ー タ ベ ー ス
シ ス テ ム 保 守 委 託 料

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

４００

医 科 ・ 歯 科 レ セ プ ト
点 検 委 託 料

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

４,０００

事 項
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議第３２号  
 

令和６年度瑞浪市介護保険事業特別会計予算 
 
 令和６年度瑞浪市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 
 （歳入歳出予算）  
第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，７１８，６００千円

と定める。  
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（一時借入金）  

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。  
（歳出予算の流用）  

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。  
 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 
 
  令和６年２月２７日 提出  
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 保 険 料 ７４２，３００

1 介 護 保 険 料 ７４２，３００

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ２４

1 手 数 料 ２４

3 国 庫 支 出 金 ８３９，９７９

1 国 庫 負 担 金 ６２０，４００

2 国 庫 補 助 金 ２１９，５７９

4 支 払 基 金 交 付 金 ９５６，４０５

1 支 払 基 金 交 付 金 ９５６，４０５

5 県 支 出 金 ５１８，５８５

1 県 負 担 金 ４９２，６５５

2 県 補 助 金 ２５，９３０

6 財 産 収 入 ３２７

1 財 産 運 用 収 入 ３２７

7 繰 入 金 ６５６，１９７

1 一 般 会 計 繰 入 金 ５９２，６４６

2 基 金 繰 入 金 ６３，５５１

8 繰 越 金 ４，５５０

1 繰 越 金 ４，５５０

9 諸 収 入 ２３３

1 延滞金、加算金及び 過料 １０

2 預 金 利 子 １０

3 雑 入 ２１３

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，７１８，６００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １０８，１０５

1 総 務 管 理 費 ５８，１９９

2 徴 収 費 ５，７９９

3 介 護 認 定 審 査 会 費 ４３，８４９

4 趣 旨 普 及 費 ２５８

2 保 険 給 付 費 ３，４２４，７９０

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 ３，１９８，７４０

2 介護予防サービス等 諸費 ８２，９３０

3 そ の 他 諸 費 ３，１００

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 ６５，０００

5 特定入所者介護サービス等費 ６０，９２０

6
高 額 医 療 合 算
介 護 サ ー ビ ス 等 費

１４，１００

3 基 金 積 立 金 ３２７

1 基 金 積 立 金 ３２７

4 地 域 支 援 事 業 費 １７９，８２８

1
介 護 予 防 ・ 生 活 支 援
サ ー ビ ス 事 業 費

１１１，１００

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 ５，９３６

3 包括的支援事業・任意事業費 ６２，３６９

4 そ の 他 諸 費 ４２３

5 諸 支 出 金 ４，５５０

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ４，５５０

6 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，７１８，６００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

２０１

介 護 保 険 料 仮 算 定 納 入
通 知 書 等 印 刷 製 本 費

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

９００

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

２,１６５

認 定 調 査 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

３,２００

訪 問 型 サ ー ビ ス Ａ 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

８００

介 護 予 防 教 室 等 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

４,０００

歯 科 医 師 出 務 委 託 料
（ 高 齢 者 介 護 予 防 ）

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

８００

理 学 療 法 士 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

２００

さ さ エ ー ル ポ イ ン ト 事 業 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

１,０００

生 活 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー
業 務 委 託 料

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

４,０００

地域包括支援センター運営業務委託料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 １ ２ 年 度 ま で

２７６,０００

配 食 サ ー ビ ス 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

５,０００

徘 徊 高 齢 者 位 置
確 認 業 務 委 託 料

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

１０

在宅歯科医療連携窓口設置委託料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

２５０

事 項
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議第３３号  
 

令和６年度瑞浪市駐車場事業特別会計予算 
 
 令和６年度瑞浪市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところによ

る。 
 （歳入歳出予算）  
第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３５，７００千円と定め

る。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。  
（債務負担行為）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。  
（一時借入金）  

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１０，０００千円と定める。  
 

令和６年２月２７日 提出 
 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 使 用 料 及 び 手 数 料 ３４，２００

1 使 用 料 ３４，２００

2 繰 越 金 １，５００

1 繰 越 金 １，５００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３５，７００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 駐 車 場 事 業 費 ２３，６６９

1 駐 車 場 管 理 費 ２３，６６９

2 公 債 費 １１，０３１

1 公 債 費 １１，０３１

3 基 金 積 立 金 ５００

1 基 金 積 立 金 ５００

4 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３５，７００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

７

駐 車 場 キ ャ ッ シ ュ レ ス 決 済 手 数 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

４１８

駐 車 場 清 掃 業 務 委 託 料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

３１７

駐車場使用料集金収納業務委託料
令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

２７７

駐 車 場 管 理 機 器
保 守 点 検 業 務 委 託 料

令 和 ６ 年 度 か ら
令 和 ７ 年 度 ま で

２,１５０

事 項
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議第３４号 

 

令和６年度瑞浪市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度瑞浪市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水件数                   １５，４００件 

（２）年間総配水量              ４，３５９，０００㎥ 

（３）一日平均配水量                １２，０９６㎥ 

（４）主要な建設改良事業 

ア 緊急時給水拠点確保事業           １８，３００千円 

イ 配水設備改良事業             ４１０，３４４千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 水道事業収益            １，１３７，６００千円 

第１項 営業収益               ９１９，７３３千円 

第２項 営業外収益              ２１７，１７７千円 

第３項 特別利益                   ６９０千円 

支      出 

第１款 水道事業費用            １，１２２，６００千円 

  第１項 営業費用             １，０５５，６９４千円 

  第２項 営業外費用               ２３，９７４千円 

  第３項 特別損失                ３８，９３２千円 

  第４項 予備費                  ４，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額５４３，１００千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額３５，９６３千円、過年度分損益勘定

-78-



留保資金３９６，１４２千円及び当年度分損益勘定留保資金１１０，９９

５千円で補填するものとする。）。 

収      入 

 第１款 資本的収入                ８８，６００千円 

第１項 工事負担金               ２１，６００千円 

第２項 分担金                 ２０，９５９千円

第３項 出資金                 ４２，２９１千円 

第４項 補助金                  ３，７５０千円 

支      出 

第１款 資本的支出               ６３１，７００千円 

  第１項 建設改良費              ４４７，９４６千円 

  第２項 企業債償還金             １８３，７５４千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

       （単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
令和６年度から 

令和７年度まで 
１１２ 

検 針 業 務 委 託 料 
令和６年度から 

 令和７年度まで 
１３，０００ 

水 質 検 査 等 委 託 料 
令和６年度から 

令和７年度まで 
７，８００ 

水 質 検 査 モ ニ タ ー 委 託 料 
令和６年度から 

令和７年度まで 
１，０００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

シ ス テ ム 保 守 委 託 料 

令和６年度から 

令和７年度まで 
３００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

機 器 保 守 委 託 料 

令和６年度から 

令和７年度まで 
４００ 

上 下 水 道 総 合 管 理 

シ ス テ ム 保 守 委 託 料 

令和６年度から 

令和７年度まで 
５００ 

仮 設 配 管 賃 借 料 
令和６年度から 

令和７年度まで 
５８０ 
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平山水道併用施設管理委託料 
令和６年度から 

令和１１年度まで 

恵那市内併用施設の
管理に要した経費に
負担割合を乗じた額 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

（１） 収益的支出 第１款水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２

項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

（２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第 

２項企業債償還金に係る項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費                ４６，２３２千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 政策的事由による水道拡張事業経費等負担のため、一般会計からこ

の会計へ補助を受ける金額は、７３，５５１千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３００千円と定める。 

 

  令和６年２月２７日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第３５号 

 

   令和６年度瑞浪市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度瑞浪市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処理区域内水洗化人口            ２５，０００人 

（２） 年間総処理水量            ３，９０５，０００㎥ 

（３） 一日平均処理水量              １０，６９９㎥ 

（４） 主要な建設改良事業 

ア 公共下水道管渠布設事業           ７３，４２０千円 

イ 公共下水道管渠長寿命化事業         ４６，０００千円 

ウ ポンプ場整備事業             １４３，０００千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

 第１款 下水道事業収益           １，２４６，８００千円 

  第１項 営業収益               ５４５，３５７千円 

  第２項 営業外収益              ７０１，４４３千円 

支      出 

 第１款 下水道事業費用           １，２３５，１００千円 

  第１項 営業費用             １，１５９，２７０千円 

  第２項 営業外費用               ７３，６６５千円 

  第３項 特別損失                   １６５千円 

  第４項 予備費                  ２，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額３１０，８００千円は、当年度分消費
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税及び地方消費税資本的収支調整額１７，４９８千円及び損益勘定留保資

金２９３，３０２千円で補填するものとする。）。 

収      入 

 第１款 資本的収入               ４６７，５００千円 

  第１項 企業債                １５９，７００千円 

  第２項 負担金                 ２５，０００千円 

  第３項 出資金                １９７，１８０千円 

  第４項 補助金                 ８５，６２０千円 

支      出 

 第１款 資本的支出               ７７８，３００千円 

  第１項 建設改良費              ３０９，７０５千円 

  第２項 企業債償還金             ４６８，５９５千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
令和６年度から 
令和７年度まで １６７ 

水洗便所等改造資金利子補給 
（ 令 和 ７ 年 度 分 ） 

令和６年度から 
令和１２年度まで １４６ 

上 下 水 道 総 合 管 理 
シ ス テ ム 保 守 委 託 料 

令和６年度から 
令和７年度まで ５００ 

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 
点 検 ・ 清 掃 業 務 委 託 料 

令和６年度から 
令和７年度まで ６，５００ 

脱 水 ケ ー キ 処 理 業 務 委 託 料 
令和６年度から 
令和７年度まで 

５８，０００ 

薬 品 購 入 費 
令和６年度から 
令和７年度まで 

２０，０００ 

測 定 検 査 業 務 委 託 料 
令和６年度から 
令和７年度まで 

１，８００ 

大 湫 ク リ ー ン セ ン タ ー 
維 持 管 理 業 務 委 託 料 

令和６年度から 
令和７年度まで 

４，５００ 

大 湫 ク リ ー ン セ ン タ ー 
汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料 

令和６年度から 
令和７年度まで 

９６０ 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下 水 道 事 業 159,700 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年３．０%以内 

（ただし、利率見 

直し方式で借り入 

れる政府資金及び 

地方公共団体金融 

機構資金について、

利率見直しを行っ 

た後においては、 

当該見直し後の利

率） 

政府資金につい

ては、その融資

条件により、銀

行その他の場合

には借入先と協

定し、その条件

に従うものとす

る。ただし、企

業財政の都合に

より据置期間及

び償還期限を短

縮し、もしくは

繰上償還又は低

利に借換するこ 

とができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

 （１） 収益的支出 第１款下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第

２項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

 （２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費               １１８，６７９千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受け
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る金額は、４３，４５３千円である。 

 

令和６年２月２７日 提出 

 

 瑞浪市長 水 野 光 二    
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